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審議会委員名簿、審議会開催経過、索引etc

計画の推進体制etc
9 安全・安心の
まちづくりの
推進

(1) ユニバーサルデザイン（特に子どもの立場
に立った視点）の推進

 資料編(2) 安全対策の推進
(3) 居住への支援

(2) 男女の協力による子育ての推進

4

社会全体で子育てを
支援し、子育てを応
援していく意識づく
りに努めるととも
に、ワーク・ライ
フ・バランス（仕事
と生活の調和）を推
進します

(3) 市内の企業・職場への働きかけ

地域における活動の支援 ・ 職業生活と家庭生活との両立に係る雇用環境整備施策との連携

(9) 保護者の経済的負担感の軽減
8 ワーク・ライ
フ・バランス
の推進

(1) ワーク・ライフ・バランスの普及・啓発
 終編

・ 東京都が行う施策との連携
(6) 放課後児童の健全育成

（児童虐待防止・ひとり親家庭の自立支援・障害児施策）
(7) 多様な体験機会の提供

５ その他地域の実情に応じた取り組みについて(2) 児童生徒及び保護者等への相談の充実
任
意
記
載
事
項

(3) 次代を担う人の育成に向けた学校教育の推 ・産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設等の円滑な利
用の確保(4)

3

子ども・子育てを見
守り、はぐくみ、支
える地域をつくりま
す

7 次代を担う人
の育成と教育
の充実

(1) 健全育成に関する情報提供及び啓発

特別支援教育の充実
(5) 地域の教育力の活用

(8)

教育・保育の一体的提供及び教育・保育の推進に関する体制の確保
(4) 早期発見と早期療育の充実
(5) 障害のある子どものいる家庭への経済的負

担感の軽減
・ 認定こども園の普及について

6 障害のある子
どもと家庭へ
の支援

(1) 障害への理解・啓発の促進
(2) 障害に関する相談
(3) 日常生活への支援

４

・ 地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保方策
(4) ひとり親家庭の経済的負担感の軽減

（利用者支援事業・地域子育て支援拠点事業・一時預かり・病児保
育・放課後児童健全育成事業etc　全１３事業）

・ 地域型保育事業の利用定員の確保方策
(2) 日常生活への支援 （小規模保育・家庭的保育・居宅訪問型保育・事業所内保育etc）

(4) 休日・夜間診療の実施
5 ひとり親家庭
への支援

(1) 自立を支援するための情報提供・相談

(3) 自立や就業への支援

4 母と子どもの
健康支援

(1) 健康に関する情報提供及び啓発

2

親が親として育ち、
安心して子育てがで
きるように支援しま
す

(2) 妊娠期からのこころとからだの支援
(3) 健康診査や予防接種の実施

(4) 幼児教育の推進
必
須
記
載
事
項

(5) 幼児教育の経済的負担感の軽減 ３ 教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の確保方策（事業内容及びス
ケジュール）

・ 教育・保育施設の利用定員の確保方策
(幼稚園・保育所・認定こども園)

(2) 多様な保育サービスの提供

(3) 保育所サービスの質の向上 ・ 地域子ども・子育て支援事業の見込量

(4) 子育て家庭の経済的負担感の軽減
２ 教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の見込量の設定（ニーズ推計）

3 保育サービス
の充実

(1) 保育所待機児童の解消
・幼児期の学校教育・保育の見込量

(2) 地域のつながりの構築
１ 人口推計と教育・保育提供区域の設定

(3) 相互支援活動の活性化

子どもの幸せをまず
基本に考え、子ども
がいきいきと健やか
に育つ環境をつくり
ます

(2) 子どもと家庭に関する相談体制の充実
(3) 児童虐待への対応と防止

 本編
2 地域における
子育て支援

(1) 子育て中の親子が集い、交流できる場の整

次
代
を
担
う
子
ど
も
一
人
ひ
と
り
を
生
ま
れ
る
前
か
ら
大
切
に
し
、
子
ど
も
の
立
場
・
視
点
を
最
大
限
尊
重
し
ま
す

ひ
と
み
輝
け
！
府
中
の
子
ど
も
た
ち
　
心
豊
か
な
子
ど
も
が
い
き
い
き
と
育
つ
ま
ち

目標 施策 計画の背景と目的、計画の位置づけ、計画期間、策定体制、人口推計、子ど
も・子育て支援の現状と課題、基本理念etc1 子育て不安の

解消
(1) 情報提供体制の充実

1

次世代育成支援行動計画（現行計画）と子ども・子育て支援法に基づく事業計画（次期計画）の関係図

次世代育成支援行動計画（現行計画）の体系 子ども・子育て支援法に基づく事業計画（次期計画）の構成イメージ
※このイメージでは法に基づく必須・任意記載事項のみを本編としていることに留意

基本
理念

基本
目標

基本方針  序編

(法に基づく必須・任意記載事項)

２・３の事業の見込量と
確保方策の考え方につ
いて、２頁に記載

•子ども・子育て支援法の趣旨を踏まえた現行計画のフレームの見直し(法の
趣旨を踏まえた目標の再編、計画事業の範囲の見直し、重点的事業や主要事
業の選択など)

•現行の取り組みにおける課題を解消していくための方向性・方策（待機児解
消策に関する方向性や各地域の子育て支援体制の充実に向けた検討など）

•新制度において新たに取り組むべき課題への対応（教育・保育の一体的提供
や地域型保育事業の展開方針など）

次期計画策定に向けた
検討事項

(2) 多様な保育サービスの提供

(1) 保育所待機児童の解消

(3）児童虐待への対応と防止

(2) 子どもと家庭に関する相談体制の充実
(1) 情報提供体制の充実
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※１頁の必須記載項目２・３の考え方

幼児期の学校教育・保育

（イメージ）

※ 小規模保育事業、家庭的保育事業、居宅訪問型保育事業、事業所内保育事業

地域子ども・子育て支援事業

（イメージ）

設定した「量の見込み」に対応するよう、教育・保育施設及び地域型保育事業による確保方策を設定する。

設定した「量の見込み」に対応するよう、事業ごとに地域子ども・子育て支援事業の確保方策を設定する。

～国の「子ども・子育て支援法に基づく基本指針の概ねの案」資料より抜粋・編集～

都道府県子ども・子育て支援事業計画のイメージ

（都道府県子ども・子育て支援事業計画に基づく需給調整）

子ども・子育て支援新制度では、認可制度を前提としながら、大都市部の保育需要の増大に機動的に対応でき

るよう、認定こども園・保育所について、
① 社会福祉法人・学校法人以外の者に対しては、客観的な認可基準への適合に加えて、経済的基礎、社会的

信望、社会福祉事業の知識経験に関する要件を満たすことを求める
② その上で、欠格事由に該当する場合や供給過剰による需給調整が必要な場合を除き、認可するものとする。

都道府県は、認定こども園、保育所の認可・認定申請時に、都道府県計画の区域ごとに、需要(量の見込み)
と供給(確保の状況）により客観的に判断。
－需要(量の見込み) ＞ 供給(確保の状況＝区域内の定員数）→ 適格性・認可基準を満たす申請者は原則認可
－需要(量の見込み) ＜ 供給(確保の状況＝区域内の定員数）→ 需給調整

市町村子ども・子育て支援事業計画のイメージ

（教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策）

※地域型保育事業の需給調整は、市町村が市町村計画に基づき同様に判断。

地域子育て支援拠点事業 １年目 ２年目 ３年目 

①量の見込み ３０００人（10 か所） ３０００人（10 か所） ３０００人（10 か所） 

②確保の内容 ３０００人（10 か所） ３０００人（10 か所） ３０００人（10 か所） 

②－① ０ ０ ０ 

 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

需要(量の見込み) ＞ 供給(確保の状況)

→ 原則認可

認可申請

需要(量の見込み) ＜ 供給(確保の状況)

→ 需給調整

認可申請

需要(量の見込み) 供給(確保の状況) 需要(量の見込み) 供給(確保の状況)

 １年目 ２年目 ３年目  
３－５歳 

学校教育 
のみ 

 
＜1 号＞ 

３－５歳 
保育の必 
要性あり 

 
＜2 号＞ 

０－２歳 
保育の必 
要性あり 
 
＜3 号＞ 

３－５歳 
学校教育 

のみ 
 
＜1 号＞ 

３－５歳 
保育の必 
要性あり 
 
＜2 号＞ 

０－２歳 
保育の必 
要性あり 
 
＜3 号＞ 

３－５歳 
学校教育 

のみ 
 
＜1 号＞ 

３－５歳 
保育の必 
要性あり 

 
＜2 号＞ 

０－２歳 
保育の必 
要性あり 

 
＜3 号＞ 

①量の見込み（必要利用定員総数) ３００人 ２００人 ２００人 ３００人 ２００人 ２００人 ３００人 ２００人 ２００人 

② 

確保 

の 

内容 

認定こども園、幼稚園、保育所 

（教育・保育施設） 
３００人 ２００人 ８０人 ３００人 ２００人 １５０人 ３００人 ２００人 １５０人 

地域型保育事業（※）   ２０人   ３０人   ５０人 

②－① ０ ０ ▲１００人 ０ ０ ▲２０人 ０ ０ ０ 

 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

 

放課後児童健全育成事業 １年目 ２年目 ３年目 

①量の見込み ８００人(20 か所) ８００人(20 か所) ８００人(20 か所) 

②確保の内容 ６００人(16 か所) ７００人(18 か所) ８００人(20 か所) 

②－① ▲２００人(4 か所) ▲１００人(2 か所) ０ 

 

 ・・・ 
・・・ 
・・・ 
・・・ 

幼児期の学校教育・保育

＜① 量の見込み＞ ＜② 確保の内容・実施時期＞

地域子ども・子育て支援事業
＜① 量の見込み＞ ＜② 確保の内容・実施時期＞

○教育のみ（３－５歳） ＜１号＞
○保育の必要性あり（３－５歳） ＜２号＞
○保育の必要性あり（０－２歳） ＜３号＞

○施設(認定こども園、幼稚園)で確保
○施設（認定こども園、保育所）で確保
○施設（認定こども園、保育所）、地域型保育事業で確保

不足が
ある場合
は整備

利用者支援、地域子育て支援拠点事業、一時預
かり事業、乳児家庭全戸訪問事業、ファミリーサ
ポートセンター事業、延長保育事業、病児保育事
業、放課後児童健全育成事業等（１３事業）

量の見込み

確保の内容、
実施時期

不足が
ある場合
は整備

(○年度に○人分）

※上記のほか、人口減少地域などでは、上記以外の事業による確保も可能。
例)「保育の必要性あり（３－５歳）＜２号＞」 →地域型保育事業で確保
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